
  

  

【表紙】

【提出書類】 臨時報告書 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成24年11月13日 

【会社名】 日立電線株式会社 

【英訳名】 Hitachi Cable, Ltd. 

【代表者の役職氏名】 執行役社長  髙橋 秀明 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区外神田四丁目14番１号 

【電話番号】 （03）6381－1045 

【事務連絡者氏名】 ビジネスサポート本部法務部門法務部長 吉岡 勇士 

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区外神田四丁目14番１号 

【電話番号】 （03）6381－1045 

【事務連絡者氏名】 ビジネスサポート本部法務部門法務部長 吉岡 勇士 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 



 当社は、平成24年11月13日開催の取締役会において、日立金属株式会社（以下「日立金属」といいます。）との間

で、日立金属を吸収合併存続会社、当社を吸収合併消滅会社とする吸収合併（以下「本合併」といいます。）による経

営統合（以下「本経営統合」といいます。）に関する基本合意書（以下「本基本合意書」といいます。）を締結するこ

とを決議し、同日、本基本合意書を締結いたしましたので、金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に

関する内閣府令第19条第２項第７号の３の規定に基づき、臨時報告書を提出するものであります。 

  

 １．本合併の相手会社についての事項 

（１） 商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資産の額、総資産の額及び事業の内容   

（平成24年３月31日現在）

   

（２） 最近３年間に終了した各事業年度の売上高、営業利益、経常利益及び純利益 

（連結）  

  

（個別）  

 

   

１【提出理由】

２【報告内容】

 商号   日立金属株式会社 

 本店の所在地 東京都港区芝浦一丁目２番１号 

 代表者の氏名 執行役社長 藤井 博行 

 資本金の額  26,284百万円 

 純資産の額 
 （連結）240,395百万円 

 （個別）140,521百万円  

 総資産の額 
  （連結）579,862百万円 

 （個別）406,364百万円  

 事業の内容 
 高級金属製品、電子・情報部品、高級機能部品の製造及 

  び販売 

連結会計年度 平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期 

 売上高（百万円） 431,683 520,186 556,914 

 営業利益（百万円） 13,349 43,143 44,867 

 経常利益（百万円） 10,033 37,591 44,288  

 当期純利益（百万円） 1,937 22,204 17,886 

事業年度 平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期 

 売上高（百万円） 242,127 301,663 345,569 

 営業利益又は 

 営業損失（△）（百万円） 
△753 12,761 9,014  

 経常利益（百万円） 181 11,996 21,439 

 当期純利益又は 

 当期純損失（△）（百万円） 
△1,657 7,655 13,550  



（３） 大株主の氏名又は名称及び発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合 

（平成24年９月30日現在）

（注）上記のほか、日立金属保有の自己株式（3.85％）があります。  

  

（４） 提出会社との間の資本関係、人的関係及び取引関係 

 

２．本合併の目的 

（１） 経営統合の目的 

当社及び日立金属は経営統合することにより、その相乗効果として、材料・製品開発力を強化するととも

に、事業領域を拡げ、市場やお客様が期待する新たな製品やサービス・ソリューションを提供し、市場基盤、

顧客基盤の強化・拡大を図ってまいります。 

さらには、双方の持つ販売網、生産拠点を有効活用することで事業効率を高めるとともに、グローバル生

産・販売体制を整えてまいります。 

これらにより、世界に類を見ない、高機能材料メーカーとして持続的に発展することをめざします。 

  

（２） 経営統合の背景 

日立金属は、高機能材料分野における、自動車・エレクトロニクス・産業インフラの各分野で、グローバル

に事業を展開しています。昨今、世界各国・地域において低炭素社会の実現に向けた取り組みが進む中、環境

親和製品に経営資源を集中し、その開発と市場投入を加速するとともに、企業体質の強化に取り組み、持続的

に成長することをめざしています。 

一方、当社は、創業以来、エネルギーや情報を、より速く、確実に、効率よく伝えるための多様な製品・サ

ービス・ソリューションを市場に提供してきました。現在、重点ターゲット分野である産業インフラ、電力イ

ンフラ・次世代エネルギー、情報通信インフラの３分野に経営資源を集中し、高収益企業への変革をめざして

います。 

このような中、当社及び日立金属が事業を行ってきた市場領域では、外部環境が急激に変化しており、今後

ますます競争が激しくなっていくことが予想されます。 

かかる状況下において、当社及び日立金属はそれぞれ新たな成長、発展を模索してまいりましたが、高機能

材料メーカーとして持続的成長をめざしていくためには、経営資源の有効活用によって事業効率を上げるとと

もに、グローバル戦略を加速させ、また、事業及び開発における領域を拡げ、販売力の強化、顧客基盤の拡大

を実現していくことが必要であるとの認識に至りました。 

  

（３） 経営統合の目標 

① 事業競争力の向上及び事業領域の拡大・創出 

産業・情報インフラから自動車、エレクトロニクス関連分野において、強みを活かせる事業領域を拡げる

とともに、販売網及び販売体制を強化し顧客基盤の拡大を図ってまいります。また、これらによりマーケテ

ィング力を高め、技術・開発力を融合することで、お客様が求める材料及び製品の、開発から販売、技術サ

ービスに至るソリューションを効率よく提供できる体制を整えてまいります。中長期においては、成長に資

する新たな市場・領域を開拓していくとともに、そのスピードを加速してまいります。 

② グローバル戦略の加速 

当社及び日立金属とも、グローバル市場での成長に向け、北米、中米、欧州、中国、アジア等、幅広い

国・地域において事業展開してまいりましたが、この経営統合を機に、さらなるマーケティング・営業体制

大株主の氏名又は名称  発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合（％）

 ㈱日立製作所 52.80 

 日本トラスティ・サービス信託銀行㈱ 4.93 

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 4.28 

ステート ストリート バンク アンド トラスト  

カンパニー 
2.95 

ノーザン トラスト カンパニー 2.56 

 資本関係 

当社及び日立金属はともに㈱日立製作所の連結子会社で

す。なお、当社及び日立金属との間には記載すべき資本

関係はありません。  

 人的関係 
持田農夫男氏は、当社及び日立金属の取締役会長を兼任し

ております。  

 取引関係 
当社と日立金属との間には、製品・サービスの売買の取引

関係があります。 



の強化・拡充、調達・生産等のグローバル化を加速してまいります。また、双方の拠点の有効活用により

実行のスピード及び経営効率を上げるとともに、グローバル人材の育成・活用を図ってまいります。 

③ 先端技術開発力の強化 

当社及び日立金属各々の製造技術や製品開発力における長所の融合、また、相互の技術の活用によってそ

の領域を拡げるとともに、プロセスイノベーションを図り、市場・顧客のさまざまなニーズにお応えしてま

いります。また、研究所を含む研究開発体制の統合により研究体制を刷新し、自動車関連分野や産業インフ

ラ分野における新製品の市場投入までのスピードを加速し、次世代材料・製品の開発を行ってまいります。

④ 強固な経営基盤の確立 

当社及び日立金属が有する国内外の拠点を効率よく活用し、経営基盤の強化を図ってまいります。そし

て、グローバル調達や集中購買の拡大、ＩＴコストの削減等、経営統合の効果を早期に実現し、事業規模の

拡大にとどまらず収益力の向上を図り、強固な財務基盤を構築してまいります。併せて、戦略的かつ機動的

な資金・資産の活用を行い、企業価値の増大を図ってまいります。 

また、当社及び日立金属の社員、グループ会社、取引先との関係を強化するとともに、それぞれの地域社

会との連携も充分に考慮し、さまざまなステークホルダーへの価値向上に努めてまいります。 

   

３．本合併の方法、本合併に係る割当ての内容、その他の本基本合意書の内容 

（１） 本合併の方法 

当社及び日立金属は本経営統合を吸収合併の方式により実施いたします。本経営統合は、対等の精神に基づ

き実施されますが、本合併の手続上、日立金属を吸収合併存続会社、当社を吸収合併消滅会社といたします。

  

（２） 本合併に係る割当ての内容 

本合併に当たっての株式割当比率は、第三者機関の評価を踏まえ、今後、当社及び日立金属間の協議により

決定いたします。 

  

（３） その他の本基本合意書の内容 

 本基本合意書の締結（当社及び日立金属） ：平成24年11月13日 

 合併契約締結（当社及び日立金属）    ：平成25年１月上旬（予定） 

 合併期日（効力発生日）         ：平成25年４月１日（予定） 

 ただし、今後、本経営統合にかかる手続き及び協議を進める中で、スケジュール等を含む本経営統合 

計画の変更、又は本経営統合計画推進自体の見直しを行う可能性があります。 

   

４．本合併に係る割当ての内容の算定根拠等 

本合併に当たっての株式割当比率は、第三者機関の評価を踏まえ、今後、当社及び日立金属間の協議により決定

いたします。 

   

５．本合併の後の吸収合併存続会社となる会社の商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資産の額、総

資産の額及び事業の内容  

未定であり、今後、当社及び日立金属間の協議により決定いたします。 

  

  

  

当社及び日立金属は、両社長を共同委員長とする「統合検討委員会」を設置し、本合併に必要な事項の検討を開

始いたします。  

なお、本合併に関する未定事項につきましては、今後決定次第、臨時報告書の訂正報告書を提出いたします。 

以 上


